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土木請負工事における安全・訓練等の実施について 

 

 土木請負工事の施工に際しては、これまでも安全に配慮した工事の実施に努めて

きたところですが、一層の安全を確保するため土木請負工事の各現場において、工

事の内容に応じた安全・ 訓練等を下記のとおり実施することとしましたので通知し

ます。 

 

記 

 

１．安全・訓練活動の徹底 

 土木請負工事の実施に際し、作業の安全を確保するためには、工事関係者はも

とより直接作業を行う作業員が安全に対する理解を深めることが最も重要である。 

 このため、個々の工事現場の作業内容に応じた安全・訓練活動をとおして安全

意識の高揚を図り、安全な工事を実施できる体制及び環境を整えることとする。 

２．安全・訓練等の積算上の位置付け 

 工事費の積算において、作業の安全を確保するために必要となる安全・訓練等

に要する費用については、現場管理費の「安全・訓練等に要する費用」に必要額

を見込み現場管理費率を設定している。 

３．安全・訓練等の契約図書における取扱い 

 工事契約に際し、当面の間、特記仕様書に安全・訓練等の実施項目を条件明示

するものとする。 

また、安全・訓練等の実施に際しては、個々の工事において工事着手後、原則

として作業員全員の参加により月当たり半日以上の時間を割当てて安全・訓練等

を実施することを義務付けることとする。 

４．安全・訓練等の実施状況の確認 

 安全・訓練等の実施状況については、書類の簡素化に配慮しつつビデオ等又は

工事報告（工事月報）に記録し、提出させるものとする。 

５．施工計画における安全・訓練等の活動計画の立案 

 施工に先立ち作成する施工計画書に、個々の工事内容に応じた安全・訓練等の

具体的な活動計画を明記し、提出させるものとする。 

 



 


	★土木請負工事必携(H29年12月)【181001改定】.pdfから挿入したしおり
	□14-01～02●再生資源の利用の促進について.pdfから挿入したしおり
	３．各事業執行機関における再生資源の利用の促進を図るため、地方建設局と地方公共団体等との緊密な連携を図り、情報交換を活発に行うこと。

	■38-001~002●土木工事請負契約におけるガイドライン(総合版)（鑑）.pdfから挿入したしおり
	「土木工事請負契約におけるガイドライン(総合版)」
	１．目的
	土木工事請負契約における設計変更等に関し、発注者と受注者の認識の一致を図り、土木請負工事を円滑に進めることを目的として、本ガイドラインを制定した。

	２．ガイドラインの構成
	３．適用年月日


	■38-005~038●Ⅰ設計変更ガイドライン.pdfから挿入したしおり
	1  設計図書に対する正しい理解に向けて
	1-1 設計図書に対する正しい理解の必要性
	1-2 設計図書の基本事項

	2  適切な設計変更に向けて
	2-1 土木請負工事の特性
	2-2 発注者・受注者の留意事項
	2-3 適切な設計変更の重要性

	3  設計変更手続き (契約書第18条関係)
	3-1 設計変更手続きフロー
	3-2 設計変更手続きにおける留意点

	4  設計変更が不可能なケース
	5  設計変更が可能なケース
	5-1 設計図書に誤謬又は脱漏がある場合の手続き
	5-2 設計図書の表示が明確でない場合の手続き
	5-3 設計図書に示された自然的又は人為的な施工条件と実際の工事現場が一致しない場合の手続き
	5-4 工事中止の場合の手続き
	5-5 受注者からの請求による工期の延長
	5-6 「設計図書の照査」の範囲をこえるもの

	6  条件明示について
	7  設計変更事例
	7-1 工事目的物の形状・寸法や仕様の変更
	7-2 工事目的物の追加
	7-3 施工数量の増減
	7-4 施工方法等（施工場所、施工時期、工法）の変更
	7-5 工事の中止、工事着手時期の変更、工期の変更

	8  その他
	8-1 兵庫県建設工事請負契約書（平成29年3月時点）
	8-2 土木工事共通仕様書（平成29年3月時点）


	■38-039～078●Ⅱ一時中止ガイドライン.pdfから挿入したしおり
	1  ガイドライン策定の背景
	1-1 工事発注の基本的考え方
	1-2 工事発注の現状
	1-3 現状における課題
	1-4 ガイドライン（案）の策定

	2  工事の一時中止に係る基本フロー
	3  発注者の中止指示義務
	4  工事を中止すべき場合
	5  一時中止の指示・通知
	6  基本計画書の作成
	7  請負代金額または工期の変更
	8  増加費用の考え方
	8-1 本工事施工中に一時中止した場合
	8-2 契約後準備工着手前に一時中止した場合
	8-3 準備工期間に一時中止した場合

	9  増加費用の設計書及び事務処理上の取扱い
	10  工事の一時中止に伴う増加費用の取扱い
	10-1 増加費用に関する基本事項
	10-2 工事一時中止の区分
	10-3 請求の流れ及び適用範囲
	10-4 工事一時中止に伴う増加費用等の積み上げ例
	10-5 基本計画書の作成例
	10-6 工事請負代金変更請求の作成例（１）
	10-7 工事請負代金変更請求の作成例（２）
	10-8 工事請負代金変更請求の作成例（３）
	10-9 工事請負代金の構成（１）

	11  増加費用の費目と内容
	12  工事の一時中止に係る手続き様式
	13  参考資料
	13-1 兵庫県建設工事請負契約書（平成29年3月時点）
	13-2 土木工事共通仕様書（平成29年3月時点）


	■38-079~092●Ⅲ設計図書の照査ガイドライン.pdfから挿入したしおり
	1  「設計図書の照査」の基本的考え方
	1-1 「設計図書の照査」に係わる規定について
	1-2 「設計図書の照査」の位置づけ

	2  「設計図書の照査」の範囲を超えるもの（事例）
	3  設計図書の照査項目及び内容
	4  照査項目チェックリスト
	4-1 照査項目チェックリストの作成手順
	4-2 照査項目チェックリスト作成にあたっての留意事項


	■38-093~097●Ⅳ受発注者間のコミュニケーション.pdfから挿入したしおり
	1  受発注者の協議･回答の迅速化(ワンデーレスポンス活動)
	2  設計・施工技術連絡会（三者会議）

	□39-001●施設台帳等作成の手引き.pdfから挿入したしおり
	「施設台帳等作成の手引き」
	１．目的
	本手引きは、兵庫県県土整備部が管理する施設の維持管理において必要となる施設台帳等（施設台帳・点検台帳・法定台帳）を継続的に作成、更新及び「社会基盤施設総合管理システム（以下、「総合管理システム」という）」へ登録するため、施設台帳等の作成方法や発注者への納品方法について受注者向けに解説し、施設台帳等の作成・登録の推進を目的とする。

	２．適用範囲




